農振除外における提出書類一覧
１　必須書類
1  除外願申請書

②　住宅等利用計画書又は事業計画書（除外する必要性を詳細に記述すること。）
□住宅等利用計画書

□事業計画書（工場、資材置場、駐車場、事務所、店舗）

③　位置図（住宅地図）…申請地を色で表示（集落から50ｍ以内）

④　公図（申請地を明示。分筆未了の場合は、分筆予定線を記入。申請地、隣接地に地目、所有者、耕作者＜農地の場合＞を記入）
⑤　住民票（申請者及び譲受人・借受人）

⑥　土地登記事項証明書　

⑦　土地利用計画図　（無駄な空白無く記載すること。）
○駐車場　→事業用、従業員用、来客用各駐車スペースに区別して区画線を記入

○資材置場→どのような資材をどの程度の量か具体的に記入

○一般住宅→　500㎡まで

○農家住宅→1,000㎡まで
（住宅部分500㎡、農業施設部分500㎡であり、点線等で区分すること。）

⑧　住宅敷地→建物平面図

⑨　願出者の所有地を地図に明示したもの（住宅地図）

⑩　既存施設の位置図　（住宅地図）

⑪　既存施設の利用状況図　（無駄な空白なく記載すること。）
⑫　分筆未了　→□求積図　（辺長、計算式記載）

２　注意点

　申請地を分筆し残地がある場合は、営農確認のため、転用後の取水排水、機械の出入位置を、土地利用計画図又は公図等への図示で記載すること。

駐車スペースについて事業計画及び土地利用計画図等記載する際に必ず台数を一致させること。

３　その他（必要な場合添付してください。）

①　譲受人・借受人が法人　→□法人登記事項証明書（宗教法人も）　□定款や規則

□事業を行う際の許可証、免許等資格証の写（事業に必要な場合）

（例えば、建設業や宅地建物取引業、貨物運送業等）

②　個人事業者　→□事業を行う際の許可証、免許等資格証の写（理美容師等）

③　申請土地所有者が死亡　→□相続人関係説明図など、相続人が特定できるもの

④　用排水経路図　→□除外面積が2,000㎡以上の場合、申請地から法河川まで

⑤　雨水排水対策図面　→□一時貯留施設（調整池）の構造図及び流量計算書

⑥　注文分譲住宅団地・建売住宅団地　→□宅地建物取引業許可証

→□建設業者との業務契約書

→□建設業許可証

→□既存分譲地の進捗状況説明書

→□土地売買契約書（注文分譲住宅用）

